【特集】変化の時代を生き抜くFinTech活用 : 会計事務所のビジネスモデル発生からフィンテック by 行本 康文
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はじめに１
　会計事務所のビジネスモデルは極めてアナログ的な
「記帳代行」から始まった。しかも、このビジネスモ
デルは戦後70年間も続き、ひとつのビジネスモデル
としては稀なことだといえる。本稿は、このビジネス
モデルの変遷と、今日までを振り返りながら、現状の
問題点を検証する。
　簿記会計の進化と IT の進化とを時間軸で比べてみ
ると、それぞれの相違点が見えてくる。戦後初のコン
ピュータに“ENIAC”があった。“ENIAC”は17,468
本の真空管で作られていた。真空管とはすでに死語と
なっているが、筆者が中学生の頃は真空管でラジオを
組み立てる趣味が流行っていた。真空管の耐用年数は
約2,000時間だということで、17,468本÷2,000時間
≒9本となり理論的には1時間に9本の真空管が故障
する計算になる。これでは専門の真空管取り換え係が
必要となり、実際のところ、真空管の取り換え係が存
在していた。しかも、このコンピュータは機能的には
弾道計算を主体としており、民生用ではなかった。し
たがって、比較できないことではあるが、コンピュー
タの延長線上に今日の IT 社会があるとすると、雲泥
の差が存在する。
　今日の社会を振り返ってみると、ハード面でもソフ
ト面でもとんでもない進化を遂げた。コンピュータは
弾道計算のみの道具から、スマホのように子供たちの
おもちゃにまで変貌してしまった。
ビジネスモデルの発生2
　会計事務所のビジネスモデルは戦後に始まる。日本
の占領政策の中で、連合国司令部（GHQ）はいくつか
の旧来の制度を廃止した。財閥解体、農地解放などが
それである。これにより、日本のいわゆる民主化が始
まった。
　いくつかの占領政策のひとつに、財政改革を挙げる
ことができる。俗にシャウプ勧告と呼ばれているもの
である。シャウプ勧告では、それまでは間接税中心で
あった税制を直接税中心に変更しようとした。ちなみ
に、青色申告、白色申告と呼ばれることになるのはシャ
ウプ勧告で bluepaper、whitepaper と記載されてい
たことに起因する。また、これは結果的に申告納税制
度の定着を余儀なくするものであった。
　さて、納税には課税標準が必要不可欠である。つま
り、どれだけの対象に対して、どれだけの単位で税金
を算出するか、計算する必要が生じる。例えば、所得
税や法人税であれば、当期利益を基にして税額をはじ
き出すことになる。順番に説明すると、まずすべての
収入を集計して、さらにすべての支出を集計し、収入
から支出を差し引いて利益が算出される。次に、利益
から税法上の規定に従って、損金不算入などの規定を
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当てはめて減算や加算をし、課税標準が算出される。
つまり、簿記上の技術と税法上の技術が融合すること
になる。
　ところが、たとえ GHQ による指令は出ても、それ
を実施する国民には何の知識もない。どうして良いの
か国民は見当がつかない。そこで、当期利益を計算す
る専門家が社会的に必要になった訳である。当期利益
の計算は普通ならば、複式簿記を駆使してできるもの
ではあるが、当時は実際に複式簿記が解っている国民
はほとんど居ないのが実態である。
　そのため、大蔵省は NHK のラジオ放送で簿記講座
を開講したとの記録が残っている。また、ウルトラＣ
として概算経費率が活用された。これは、売上高だけ
を把握して業種別の概算率で経費を算出して利益金額
を確定する手法である。他にもさまざまな工夫がなさ
れた。これが、国民がやっとの思いで申告納税制度を
受け容れ国民皆納税に慣れようとする過程である。戦
後の混乱はここにもあった。
　そこで、当期利益を計算するところに、会計事務所
のビジネスモデルが発生した。
IT によるイノベーション3
　戦後と現在の中間点で、ひとつのイノベーションが
起こった。それは、IT 化の波であった。ENIAC から
すると隔世の感がある。
　ところが、15世紀末にルカ・パチオーリが『スムマ』
を著わして以来、簿記は基本的に変化していない。い
ずれの簿記の教科書にも書いてあるように、簿記の技
術を思い出してみよう。取引が発生すると、仕訳伝票
を起票する。仕訳伝票には日付、借方、貸方、金額、
付加価値税（消費税）があれば課税区分、摘要が記載
される。仕訳に基づいてこれらを元帳に転記する。元
帳に転記が終了すると、それぞれの勘定科目を集計し
て試算表を作成する。期末になると、試算表は決算修
正仕訳を経て決算書になる。この工程は基本的にはル
カ・パチオーリ以来変化していない。
　そこに、当時のイノベーターたちは目を付けた。つ
まり、マンパワーによる決算書作成のプロセスを大幅
になくせることに気づいたのである。つまり、起票し
た伝票をインプットすると、あとは自動的に決算書ま
で作成される道具を作った。今日考えると当たり前の
ように見えるかもしれないが、当時は驚異的なイノ
ベーションであった。これが、会計ソフトである。
　さて、当時は手書きの帳簿の技術者がいた。彼（彼女）
らは簿記の資格を取得し、算盤のスキルを上達させ、
決算書の大量生産の担い手であった。しかしながら、
IT の登場というイノベーションは手書きの技術者を
一斉に淘汰させるほどのパワーを持っていたともいえ
る。そこで、IT と手書きの技術者との、静かではあ
るが壮絶なバトルが繰り広げられることになった。こ
れは、社員が一斉に辞表を出すような集団退職にまで
発展したケースもあった。困ったのは、当時の会計事
務所のオーナーの税理士などである。イノベーション
を取るか、集団退職を避けてとりあえず事業の安定を
計るか、の選択を迫られたのである。
　この手のバトルはいつの時代でも存在する。新旧の
技術の差がもたらすもので、よくある話といえばそれ
で済まされる程度のものかも知れない。しかしながら、
当事者にしてみれば相互に存続を掛けたものとなって
いた。
消費税の登場4
　1989年4月1日、消費税法が施行されるとこのバト
ルは終焉を迎えた、かに見えた。
　会計帳簿を作成する過程で消費税は、もうひと手間
かかることになった。つまり、コンピュータによる会
計帳簿の作成過程では、仕訳の要素である借方と貸方
のソートで完結できるものが、消費税の課税区分の
ソートが必要になった。つまり、２回のソートが必要に
なった訳である。これまでのように１回ならば手間を
掛けても構わないが、これから２回の手間を掛けて分
類することには、さすがの手書きの技術者もイノベー
ションに反対する説得力がないと見えたことだろう。
　ところが、ここでの冒頭で「かに見えた」としたの
には少し理由がある。あの消費税反対の嵐の中で、簡
易課税が大幅に拡大されたのである。簡易課税は課税
売上高の計算で済むために、大部分の中小企業は簡易
課税の対象者になった。のちに長い時間を掛けて是正
されることになったが、簡便な税金の処理と壮大な不
公平とが並立することになった。かくして、消費税の
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課税区分のソートがなくなったことにより、手書きの
技術者は息を吹き返した。そして、手書きの技術者は
老衰により自然消滅し今日に至っている。
会計ソフトと規格の不統一5
　このようにして、次第に会計ソフトは大いなるイノ
ベーションを達成することになる。そして、会計ソフ
トは全盛期を迎えることとなった。
　ところが、会計ソフトは日本では独自の発展を遂げ
ることになる。会計ソフトメーカーがこのビジネス
チャンスに乗じて、いずれも優劣つけがたい戦いをし
てきた。その結果、日本では60社120種類以上の会
計ソフトが乱立することになった。この状態を筆者は
会計ソフトのガラパゴス化と呼んでいる。
　これには、弊害が伴った。会計ソフトの規格が不統
一となってしまったのである。試算表や決算書を作成
するには基本的には何の問題もないが、いざ、会計ソ
フトを加工するとなれば会計ソフトごとに違う規格は
障害となる。したがって、この障害に気づくとどうし
ても会計ソフトの規格の統一はできれば必要なことに
なる。
　これまで、そのことが解消できたかもしれない事件
が２度あった。
　１度目は、1995年にあった。紆余曲折の末、マイ
クロソフトがインテュイットを買収しようとした。ち
なみに、インテュイットこそ現在の弥生会計のルーツ
となる会計ソフトである。ところが、アメリカ司法省
はマイクロソフトのインテュイットの買収を、独占禁
止法を盾に阻止した。このとき何らかのはずみで、買
収が成立していたら、今頃は、マイクロソフト Office
に Account というネーミングの会計ソフトが誕生し
ていたかもしれない。あわせて、会計ソフトの規格の
統一もできていただろう。
　２度目は、1997年ころにはじまったプロジェクト
があった。これには、国内大手の会計ソフトメーカー
も参加した。ひとつには、マイクロソフトの会計ソフ
トへの思い入れは捨てがたいところがあったことと、
国内の会計ソフトメーカーも将来的なことを考えると
参画しないリスクが大きいと考えたのであろう。ただ
し、２年程度の期間を経てこのプロジェクトは消滅し
た。聞くところによると、会計ソフトメーカーの利害
が一致しなかったためであろう。成功していたら、今
頃は会計ソフトの規格の統一が実現できていたかもし
れない。
会計ソフトの規格統一に向けた試み6
　会計ソフトの規格が不統一だと、様々な障害が発生
する。企業の側からすれば、企業ごとにひとつの会計
ソフトを選択するために不便さはさほど感じない。と
ころが、会計事務所の仕事は実に不便になる。
　筆者は、会計ソフトの規格が不統一であることの弊
害をいくつか考えてみた。
　まず、クライアント（関与先）に経営計画を提供し
ようとしても、思い通りの仕事ができない。会計ソフ
トごとに装備された経営計画ではもの足りないので、
会計データを加工しようとすると、会計ソフトのデー
タを CSV で切り出してエクセルで加工せざるを得な
い（会計ソフトの中には CSV 切り出しにすら対応し
ていないものもある）。企業経営者にとって有益なア
ウトプットを提供するとなると、これには膨大な手間
がかかる。
　また、CSV で切り出した会計データを税務監査す
る手法については、筆者はすでに考えていた。何回か
試行してみたが、やはりこれも手間がかかりすぎる。
もとより、会計伝票は、借方勘定科目、貸方勘定科目、
日付、金額、消費税課税区分、摘要の文字列から成り
立っている。しかも、これらのデータの要素はすべて
デジタル化されたものである。そもそも、人間の目で
税務監査するときは会計伝票データの要素を目で追い
かける。同じようなことは IT でもできる。つまり、
究極のところ人間がする税務監査は IT でもできるこ
とになる。さらに、IT は不平不満を言わないし、コ
ンデションにも左右されない。また、人間がすると伝
票に目を通すだけでも一定の時間を要するが、IT だ
と瞬時に処理することができる。つまり、早くて正確
に処理できる。
　したがって、会計ソフトの規格が不統一は解消した
い社会的課題だと考える。
　そこで、弊社は次に会計ソフトの規格統一について
３度目の試みをすることになる（後で述べる）。
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会計の世界にフィンテック登場7
　会計ソフトメーカーに思いがけない黒船が現れた。
これがクラウド型会計ソフトである。クラウド型会計
ソフトのインパクトは大きかった。少なくとも、過去
の２度の会計ソフトの規格統一の動きとは桁外れの規
模で、しかも根底から仕組みが違うものであった。
　クラウド型会計ソフトは、freee や MoneyForward
などが有名である。これらのクラウド型会計ソフトは、
金融機関などの取り引きデータを取得して仕訳にする
という仕組みが売りである。いわゆるフィンテックを
活用した新たな会計処理方法だ。
　かつて、筆者は30年以上前に次のようなことを考
えた。自身で金融機関に出向き預金をおろすとき、金
融機関では専門の端末のオペレータがほとんど間違え
ないで入出金の記録作業をしている。あのオペレータ
の作業が社会全体で共有化されると、社会的なコスト
は莫大な削減効果をもたらすに違いないと考えた。も
ちろん、会計事務所の記帳代行という業務にも多大な
効果をもたらすとも考えた。しかしながら、これは金
融機関のホストコンピューターからデータを出さない
限り、通帳のデータを共有化することは不可能である
と思った。
　それが、なんと30年後に実現してしまった。筆者
はほぼ諦めていた。ところが、思いがけない技術が登
場した。API である。この技術は筆者が30年前にあ
こがれた技術である。当初はスクレイピングと呼ばれ
る手法で金融機関にアプローチしていたのが、今日で
は API がオープン化されている。例えるならば、こっ
そりと金融機関の取り引きデータを取得していたの
が、堂々と取得できるようになった。
　クラウド型会計ソフトの freee（フリー ）や MoneyForward
（マネーフォワード）はオープン化した API を駆使で
きるようになった賜物である。これにより、クラウド
型会計ソフトは金融機関の取り引きデータを自動的に
取り入れ、仕訳のパターンを準備することでクラウド
型会計ソフトでは預金データの入力は事実上不要と
なった。現在ではインストール型の弥生会計など多く
の会計ソフトでも実現している。会計ソフトのデータ
規格統一とまでは至ってはいないが、金融機関の取り
引きデータを利用する大きな仕組みが動き出した。
　このようにして、会計の世界にフィンテックが入り
込むことになった。
『財務維新』の開発8
　『財務維新』は弊社の商品の商標である。かねてより、
会計ソフトの規格の統一についてソリューションした
いと考えていた。弊社ではこれを、会計データの標準
化技術と呼んでいる。これについては、特許を申請し
た（特許第5010749号、特許5261643号）。
　この技術は、会計データの規格統一に関して中核的
技術となるために、他社でも多くの技術者が挑戦し
た。しかし、力わざで数ソフトの標準化に成功しても、
99％の会計ソフトに対応できたとは、現在のところ
耳にしていない。
　この技術により、筆者が悩んでいた問題も解決した。
つまり、エクセルとそのマクロを駆使して、経営計画
を策定する必要がなくなった。さらに、標準化した会
計データの税務監査も可能となった。
　もとより、会計データはすべて数字で成り立ってい
る。この点は、ルカ・パチオーリ以来変化していない。
変化しているのは、数値を生かした、加工データであ
る。筆者は、財務データは嘘をつかないと考えている。
たとえば、粉飾で棚卸資産を水増ししても、棚卸資産
の回転は変則的になる。しかも、脱税という逆もまた
真である。たとえ、個々の組織について差があるにせ
よ、変遷まで計算すると財務データは嘘をつかないと
確信する。まるで、頭隠して尻隠さずの状態である。
　この点が、明確になった。さらに、会計事務所の仕
事の在り方に一石を投じたと考える。冒頭に会計事務
所のビジネスモデルは、課税標準の算出がメインで
あった旨を述べた。このビジネスモデルを踏襲する限
り、会計事務所は過去計算の世界に埋没せざるを得な
い。憚ることなくいうならば、生産性の低い作業に埋
没することになる。
　似たような業種に、監査法人がある。監査法人では
仕訳テストという全部監査は完了したことになってい
るが、実際はそうではないらしい。これも、遠因とし
て会計ソフトのガラパゴス化があるような気がする。
このため、時間不足から多くの不祥事が発生している
と聞く。
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『bixid』へのステップアップ9
　『bixid』は『財務維新』をクラウド化したものと考
えられるが、必ずしもそうではない。『bixid』を開発
して気付いたことだが、『bixid』は『財務維新』のフィ
ンテック化と断言できることがわかった。なぜなら、
『bixid』でのデータ互換機能は活用範囲が無限大だか
らである。
　はじめに、企業が『bixid』にデータをアップロード
する。アップロードしたデータは『bixid』で様々な加
工をする。当初は、この加工したものを企業が活用す
ることを念頭においていたが、そこに留まらないこと
が判明した。『bixid』にある会計データは関係者が共
有できることが解った。関係者には、いろいろな教科
書に書かれているように、取引先、債権者（金融機関）
なども含まれる。
　たとえば、金融機関は自己査定時に融資先企業から
決算書を収集しているが、現状ではすべて紙ベースの
アナログとなっている。これをデジタルにデータ互換
することも『bixid』では可能となる。ほかにも、親会
社が子会社の決算書を収集する機能、関連会社の決算
書を収集する機能、M&A の決算データ開示機能、な
どが考えられる。これらの機能は『bixid』だからこそ
できることである。
　これらは、すべてクラウド空間でなされることに他
ならない。
まとめ10
　フィンテックとは Financial Technology（ファイナ
ンシャル　テクノロジー）の省略形だとは周知のとお
りである。ところが、クラウド型会計ソフトなどは、
すでにファイナンスのジャンルを超えようとしてい
る。また、『bixid』もしかりである。近未来のテクノ
ロジーは水平的かつ垂直的に融合が始まっている。
　たとえば、AI が人間社会にどのような影響を及ぼ
すのかさまざまな議論が行われている。しかしながら、
筆者は AI の時代にどのように対処するかが問題であ
り、AI が善か悪かといった議論は無意味だと思う。
　かつて手書きの帳簿の技術者が自分たちの仕事がな
くなるとして集団退職までして抵抗したことと、同じ
ような反応を示すとすれば、それはナンセンスとしか
いいようがない。すでに、フィンテックに対処する時
期が来ているにすぎないのである。それが、たとえ自
分の仕事を駆逐することになっても抵抗しようもな
い。また、抵抗するエネルギーは他で使うべきである。
